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令和元令和元令和元令和元年度年度年度年度    被扶養者被扶養者被扶養者被扶養者の認定種別確認及びの認定種別確認及びの認定種別確認及びの認定種別確認及び資格確認資格確認資格確認資格確認（検認）（検認）（検認）（検認）の手引の手引の手引の手引    

 

１１１１    認定種別認定種別認定種別認定種別確認について確認について確認について確認について    

 

（１）対象者 

令和元年 6月 30日処理時点で認定されている全被扶養者 

 

（２）確認及び手続き方法 

手順１：事務担当者は『被扶養者一覧表（共済組合提出用）』に記載されて

いる全被扶養者について、扶養手当が支給されているかを確認し、

「扶養手当の有無」のいずれかに○を記入してください。 

手順２－１：手順１で記入した扶養手当の有無と認定種別（下記参照）の照合を

お願いします。扶養手当の有無と認定種別が異なる場合は手順３の

手続きを行うよう組合員へご指導願います。 

≪被扶養者の認定種別について≫ 

○『一般認定』･･･ 高知県給与条例上またはこれに準じた所得確認を実施し

た扶養親族の認定種別。（扶（扶（扶（扶養手当対象者）養手当対象者）養手当対象者）養手当対象者） 

○『特別認定』･･･ 一般認定以外の扶養親族の認定種別 

 

手順２－２：『被扶養者一覧表（共済組合提出用）』の備考欄に「認定種別切替」

と記載がある者は手順３の手続きを行うよう組合員へご指導願いま

す。 

手順２－３：『被扶養者一覧表（共済組合提出用）』の備考欄に「住民票」と記載

がある者は手順３の手続きを行うよう組合員へご指導願います。 

 

手順３：『被扶養者一覧表（共済組合提出用）』に記載の認定種別に変更がある

者、『被扶養者一覧表（共済組合提出用）』の備考欄に「認定種別切替」

及び「住民票」と記載がある者は、次の手続きを行ってください。 

 

対象となる被扶養者 手続手続手続手続方法方法方法方法等等等等    

○認定種別の変更が必要な者 種別切替手続きが必要です。 

種別切替書類種別切替書類種別切替書類種別切替書類のののの提出提出提出提出を案内してください。

（Ｐ.  ６『参考資料１』参照） ○「認定種別切替」と記載がある者 

○「認定種別切替」と記載があるが、重度心身

障害者等で扶養手当の支給があるため認定

種別切替の必要がない者 

組合員へ対象被扶養者対象被扶養者対象被扶養者対象被扶養者のののの障害者手帳障害者手帳障害者手帳障害者手帳のののの写写写写しししし

を提出するよう案内してください。 
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○「認定種別切替」と記載があるが、既に認定

種別切替手続中（済）の者 

備考欄へ『『『『切替手続中切替手続中切替手続中切替手続中（（（（済済済済））））』』』』とととと記入記入記入記入してく

ださい。    

○「認定種別切替」と記載があるが、既に被扶

養者認定取消手続中（済）の者 

扶養手当の有無へは記入せず、備考欄へ『『『『取取取取

消手続中消手続中消手続中消手続中（（（（済済済済））））』』』』とととと記入記入記入記入してください。 

手続きが完了していない場合は速やかに手

続きを案内してください。 

○「住民票」と記載がある者 

（※組合員と同居要件がある続柄の被扶養者が対象者

です。） 

組合員へ住民票（令和元年 5月以降の交付日

のもの）を提出するようご指導ください。 

※※※※組合員組合員組合員組合員とととと対象被扶養者対象被扶養者対象被扶養者対象被扶養者がががが別世帯別世帯別世帯別世帯のののの場合場合場合場合そそそそ

れぞれれぞれれぞれれぞれ提出提出提出提出してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。 

○育児休業中のため扶養手当が支給されて

いない者 

扶養手当「無」へ○を記入のうえ、備考欄へ

『『『『育児休業中育児休業中育児休業中育児休業中』』』』とととと記入記入記入記入してください。 

※※※※認定種別切替認定種別切替認定種別切替認定種別切替についてはについてはについてはについては、、、、書類書類書類書類がががが整整整整いいいい次第随時提出次第随時提出次第随時提出次第随時提出してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。 

 

手順４：手順１～３の手続きが全て完了しましたら『被扶養者一覧表（共済組合提

出用）』の「「「「担当者確認印担当者確認印担当者確認印担当者確認印」」」」欄欄欄欄にににに押印押印押印押印をしてくださいをしてくださいをしてくださいをしてください。。。。    

 

手順５：『『『『被扶養者一覧表被扶養者一覧表被扶養者一覧表被扶養者一覧表（（（（共済組合提出用共済組合提出用共済組合提出用共済組合提出用））））』』』』及及及及びそのびそのびそのびその他他他他のののの書類書類書類書類（（（（住住住住民票民票民票民票、、、、障害障害障害障害

者手帳者手帳者手帳者手帳のののの写写写写しししし、、、、種別切替書類種別切替書類種別切替書類種別切替書類））））をををを当共済組合当共済組合当共済組合当共済組合へへへへ提出提出提出提出してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。 

        

    

２２２２    資格確認（検認）について資格確認（検認）について資格確認（検認）について資格確認（検認）について    

 

被扶養者が認定要件を満たしていることの確認を行います。対象となる被扶養者を

有する組合員へ被扶養者資格確認（検認）に必要な書類を提出するようご指導願いま

す。（検認対象者がいない所属所においては、当該手続きは必要ありません。） 

 

（１）対象者 

○『被扶養者一覧表（共済組合提出用）』の備考欄に「「「「検認対象検認対象検認対象検認対象」」」」
．．．．．．

と記載のある方

（（（（令和元令和元令和元令和元年年年年 6666 月月月月 30303030 日処理時点日処理時点日処理時点日処理時点でででで『『『『特別認定特別認定特別認定特別認定』』』』としてとしてとしてとして認定認定認定認定されているされているされているされている被扶養者被扶養者被扶養者被扶養者がががが対象対象対象対象ですですですです。。。。））））    

ただしただしただしただし、、、、次次次次のののの者者者者はははは対象外対象外対象外対象外としますとしますとしますとします。 

・平成 31 年 4 月 1 日以降に被扶養者認定された方。（平成 31 年 4 月 1 日以降、他の共済組合からの

転入時に転入元共済組合が交付した被扶養者証（写）の添付により認定された被扶養者は除く。） 

・平成 31 年 4 月 1 日以降に特別認定へ認定種別切替をした被扶養者又は認定種別切替手続中の被扶

養者（検認対象と記載されていても対象外） 

    

（２）提出書類 

『被扶養者一覧表（共済組合提出用）』の備考欄に「「「「検認対象検認対象検認対象検認対象」」」」
．．．．．．

と記載のある被

扶養者に関する次の書類の提出が必要になりますので、組合員へご指導願います。
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提出書類一覧（事務担当者向け）提出書類一覧（事務担当者向け）提出書類一覧（事務担当者向け）提出書類一覧（事務担当者向け）    

必 須 提 出 書 類 

○検認対象被扶養者調査票((((必須必須必須必須))))    

●検認対象被扶養者を有する組合員が複数居る場合は様式を複写のうえ配布してください。（当支部のホームペ

ージ上に当該様式を掲載しております。） 

●義務教育終了前の対象者についても検認対象者となっている場合は記入が必要です。 

○令和元年度 所得証明書（検認対象被扶養者分）（（（（必須必須必須必須））））    

●●●●平成平成平成平成 33331111 年年年年 1111 月月月月 1111 日時点日時点日時点日時点でででで義務教育終了前義務教育終了前義務教育終了前義務教育終了前のののの検認対象者検認対象者検認対象者検認対象者についてはについてはについてはについては、、、、提出不要提出不要提出不要提出不要ですですですです。。。。    

●無職、無収入の方も提出が必要です。 

●令和元年度令和元年度令和元年度令和元年度所得証明書所得証明書所得証明書所得証明書にはにはにはには平成平成平成平成 30303030 年中年中年中年中のののの収入等収入等収入等収入等がががが記載記載記載記載されておりますされておりますされておりますされております。。。。（（（（市町村等市町村等市町村等市町村等によりによりによりにより、、、、平成平成平成平成 31313131 年度年度年度年度

所得証明書所得証明書所得証明書所得証明書とととと表記表記表記表記されるされるされるされる場合場合場合場合がありますがありますがありますがあります。）。）。）。）    

●被扶養者のお住まい（平成 31 年 1 月 1 日時点）の市町村役場等で取得してください。 

検認対象被扶養者が次に該当する場

合は右の書類を提出してください。 
資 格 確 認 提 出 書 類 

●給与・工賃・報酬等の収入があ

る方（パート・アルバイト含む。） 

○給与等支給証明書 

直近の支払分から遡って過去１年分が記入されたものを提出

してください。また、既に勤務先を退職している場合でも提

出が必要です。（（（（源源源源泉徴収票泉徴収票泉徴収票泉徴収票はははは不可不可不可不可）））） 

※※※※勤務先勤務先勤務先勤務先がががが複数複数複数複数あるあるあるある場合場合場合場合はははは全全全全てのてのてのての勤務先勤務先勤務先勤務先からからからから取得取得取得取得してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。     

※※※※当共済組合当共済組合当共済組合当共済組合がががが必要必要必要必要とととと判断判断判断判断したしたしたした場合場合場合場合、、、、追加追加追加追加でででで期間期間期間期間をををを遡遡遡遡ってってってって提出提出提出提出してしてしてして

いただくいただくいただくいただく場合場合場合場合がありますがありますがありますがあります。。。。    

●平成３０年中に事業所得・営

業所得、不動産所得・農業所得・

利子・配当等の収入がある方 

○最新の確定申告書の写し 

○上記確定申告書に係る収支内訳書（又は青色申告決

算書）の写し 

※※※※    税務署税務署税務署税務署のののの受理日受理日受理日受理日があるものがあるものがあるものがあるもの    

●公的年金を受給している方 

（障害年金や遺族年金等の非課

税年金含む。） 

●民間会社等の契約に基づく個

人年金を受給している方 

●年金型の財形貯蓄を受給して

いる方 

○最新の年金額が確認できる書類の写し 

（例：年金額改定通知書の写し、振込通知書の写し等） 

（年金受給者の氏名･金額・確認書類の発行日等が記載された

部分が必要です。） 

※※※※    源泉徴収票源泉徴収票源泉徴収票源泉徴収票はははは不可不可不可不可    

※※※※    年金年金年金年金をををを複数受給複数受給複数受給複数受給しているしているしているしている場合場合場合場合はははは、、、、それぞれそれぞれそれぞれそれぞれ提出提出提出提出してくださしてくださしてくださしてくださ

いいいい。。。。 

●雇用保険を受給している方 

（受給待機中の者も含む。） 

○雇用保険受給資格者証の表裏の写し    

●被扶養者一覧表の備考欄に 

「住民票」と記載されている方 

（同居が要件となっている方） 

○住民票（令和元年 5月以降の交付日のもの） 

※※※※組合員組合員組合員組合員とととと対象対象対象対象被扶養者被扶養者被扶養者被扶養者がががが別世帯別世帯別世帯別世帯となっているとなっているとなっているとなっている場合場合場合場合はははは、、、、それそれそれそれ

ぞれぞれぞれぞれ提出提出提出提出してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。 

※※※※当共済当共済当共済当共済組合組合組合組合でででで必要必要必要必要とととと判断判断判断判断したしたしたした場合場合場合場合はははは追加提出追加提出追加提出追加提出やややや記載記載記載記載されていないされていないされていないされていない書類書類書類書類のののの提出提出提出提出をををを依頼依頼依頼依頼すすすす

るるるる場合場合場合場合がありますがありますがありますがあります。。。。    
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提出書類一覧提出書類一覧提出書類一覧提出書類一覧（（（（組合員配布用組合員配布用組合員配布用組合員配布用
‧‧‧‧‧‧

））））    

必 須 提 出 書 類 

○検認対象被扶養者調査票（（（（必須必須必須必須）））） 

検認対象となる被扶養者全員分について記入してください。 

○令和元年度 所得証明書（検認対象被扶養者分）（（（（必須必須必須必須））））    

検認対象となる被扶養者分をお住まい（Ｈ31.1.1 時点）の市町村役場等で取得してください。

ただしただしただしただし、、、、平成平成平成平成 33331111 年年年年 1111 月月月月 1111 日時点日時点日時点日時点でででで義務教育終了前義務教育終了前義務教育終了前義務教育終了前のののの対象対象対象対象者者者者はははは不要不要不要不要でででですすすす。。。。 

※※※※    無職無職無職無職・・・・無収入無収入無収入無収入のののの場合場合場合場合もももも提出提出提出提出がががが必要必要必要必要ですですですです。。。。    

※※※※令和元令和元令和元令和元年度所得証明書年度所得証明書年度所得証明書年度所得証明書にはにはにはには平成平成平成平成 30303030 年年年年中中中中のののの収入等収入等収入等収入等がががが記載記載記載記載されておりますされておりますされておりますされております。。。。（（（（市町村等市町村等市町村等市町村等によりによりによりにより、、、、平平平平

成成成成 31313131 年度所得証明書年度所得証明書年度所得証明書年度所得証明書とととと表記表記表記表記されるされるされるされる場合場合場合場合がありますがありますがありますがあります。）。）。）。）    

検認対象被扶養者が該当する場合
に右の書類を提出してください。 

資 格 確 認 提 出 書 類 

●給与・工賃・報酬等の収入が

ある方（パート・アルバイト含

む。） 

○給与等支給証明書 

直近の支払分から遡って過去１年分が記入されたものを提

出してください。また、既に勤務先を退職している場合でも

提出が必要です。（（（（源泉徴収源泉徴収源泉徴収源泉徴収票票票票はははは不可不可不可不可）））） 

※※※※勤務先勤務先勤務先勤務先がががが複数複数複数複数あるあるあるある場合場合場合場合はははは全全全全てのてのてのての勤務先勤務先勤務先勤務先からからからから取得取得取得取得してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。     

※※※※当共済組合当共済組合当共済組合当共済組合がががが必要必要必要必要とととと判断判断判断判断したしたしたした場合場合場合場合、、、、追加追加追加追加でででで期間期間期間期間をををを遡遡遡遡ってってってって提出提出提出提出しししし

ていただくていただくていただくていただく場合場合場合場合がありますがありますがありますがあります。。。。    

●平成３０年中に事業所得・営

業所得、不動産所得・農業所得・

利子・配当等の収入がある方 

○最新の確定申告書の写し 

○上記確定申告に係る収支内訳書（又は青色申告

決算書）の写し 

※※※※    税務署税務署税務署税務署のののの受理日受理日受理日受理日があるものがあるものがあるものがあるもの    

●公的年金を受給している方 

（障害年金や遺族年金等の非課

税年金含む。 

●民間会社等の契約に基づく個

人年金を受給している方 

●年金型の財形貯蓄を受給して

いる方 

○最新の年金額が確認できる書類の写し 

（例：年金額改定通知書の写し、振込通知書の写し等） 

（年金受給者の氏名･金額・確認書類の発行日等が記

載された部分が必要です。） 

※※※※    源泉徴収票源泉徴収票源泉徴収票源泉徴収票はははは不可不可不可不可    

※※※※    年金年金年金年金をををを複数受給複数受給複数受給複数受給しているしているしているしている場合場合場合場合はははは、、、、それぞれそれぞれそれぞれそれぞれ提出提出提出提出してくだしてくだしてくだしてくだ

さいさいさいさい。。。。 

●雇用保険を受給している方 

（受給待機中の者も含む。） 
○雇用保険受給資格者証の表裏の写し 

●被扶養者一覧表の備考欄に 

「住民票」と記載されている方 

（同居が要件となっている方） 

○住民票（令和元年 5月以降の交付日のもの） 

※※※※組合員組合員組合員組合員とととと対象被扶養者対象被扶養者対象被扶養者対象被扶養者がががが別世帯別世帯別世帯別世帯のののの場合場合場合場合それぞれそれぞれそれぞれそれぞれ提出提出提出提出してしてしてして

くださいくださいくださいください。。。。 

※※※※当共済組合当共済組合当共済組合当共済組合でででで必要必要必要必要とととと判断判断判断判断したしたしたした場合場合場合場合はははは追加提出追加提出追加提出追加提出やややや記載記載記載記載されていないされていないされていないされていない書類書類書類書類のののの提出提出提出提出をををを

依頼依頼依頼依頼するするするする場合場合場合場合がありますがありますがありますがあります。。。。    
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３３３３    被扶養者被扶養者被扶養者被扶養者のののの認定種別認定種別認定種別認定種別確認確認確認確認及び及び及び及び資格確認資格確認資格確認資格確認（検認）（検認）（検認）（検認）書類書類書類書類の提出の提出の提出の提出についてについてについてについて    

    

被扶養者の認定種別確認及び資格確認（検認）書類が整いましたら、次のとお

り共済組合まで提出してください。 

 

 ≪被扶養者資格確認（検認）の対象者がいない所属所の提出書類≫ 

○被扶養者一覧表（共済組合提出用）及び住民票等の添付書類 

 

≪被扶養者資格確認（検認）の対象者がいる所属所の提出書類≫ 

○被扶養者一覧表（共済組合提出用）及び住民票等の添付書類 

○令和元年度検認対象被扶養者調査票、令和元年度所得証明書及び資格確認書類 

 

            ※※※※被扶養者一覧表被扶養者一覧表被扶養者一覧表被扶養者一覧表（（（（共済組合提出用共済組合提出用共済組合提出用共済組合提出用））））のののの「「「「担当者確認担当者確認担当者確認担当者確認印印印印｣｣｣｣欄欄欄欄にににに押印押印押印押印してくださいしてくださいしてくださいしてください。。。。    

 

 

【【【【提出期限提出期限提出期限提出期限】】】】    

令 和 元 年令 和 元 年令 和 元 年令 和 元 年 ８８８８ 月月月月 ３ ０３ ０３ ０３ ０ 日日日日 （（（（ 金金金金 ））））必着必着必着必着    

 

【【【【問問問問いいいい合合合合わせわせわせわせ先及先及先及先及びびびび提出先提出先提出先提出先】】】】    

〒780-0850 高知市丸の内 1丁目 7-52  

公立学校共済組合高知支部 共済班 組合員証担当 

     TEL:088-821-4813 
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認認認認    定定定定    種種種種    別別別別    切切切切    替替替替    時時時時    のののの    提提提提    出出出出    書書書書    類類類類    にににに    つつつつ    いいいい    てててて    

【一般認定から特別認定への認定種別切替】 

必必必必    須須須須    提 出 書提 出 書提 出 書提 出 書 類類類類 備備備備        考考考考 

○ 被扶養者認定（種別切替）取消申告書 ・様式第 2－9号 

○ 扶養理由説明書 ・様式第 2－11号（配偶者の場合は不要） 

○ 市区町村長発行の最新の所得証明書

（被扶養者分）（発行から 3ヶ月以内の

もの） 

・義務教育終了前の内容しか発行されない場合は不要 

・父母の種別切替の場合は父母ともに必要 

・無職・無収入であっても必要です。 

被扶養者が該当する書類を提出してください被扶養者が該当する書類を提出してください被扶養者が該当する書類を提出してください被扶養者が該当する書類を提出してください 備備備備        考考考考 

《《《《子子子子のののの種別切替種別切替種別切替種別切替をするをするをするをする場合場合場合場合でででで組合員組合員組合員組合員のののの配配配配

偶者偶者偶者偶者がががが被扶養者被扶養者被扶養者被扶養者でないとでないとでないとでないときききき》》》》    

○ 組合員の配偶者の所得証明書    

・組合員の配偶者が公立学校共済組合員の場合は申告

書の余白部分に勤務先と氏名を明記し、添付不要 

・配偶者を有さないときは余白にその旨を記載し、添

付不要    

《《《《別居別居別居別居しているしているしているしている場合場合場合場合》》》》    

○ 送金に関する申立書    

・様式第 2－17号 

・配偶者・子の場合、送金に関する申立書に代えて『扶

養証明書（様式第 2－12）』でも可    

《《《《給与給与給与給与・・・・工賃等工賃等工賃等工賃等のののの収入収入収入収入があるがあるがあるがある方方方方》》》》    

○ 給与支給証明書 

・様式第 2－15号 

・事実発生日（種別切替日）から過去 1 年分及び向こ

う 1 年分の全ての給与等、社会保険適用の有無等雇

用内容が確認できるもの 

《《《《事業所得事業所得事業所得事業所得、、、、不動産所得等不動産所得等不動産所得等不動産所得等があるがあるがあるがある方方方方》》》》    

○ 確定申告書及び収入内訳書等 

・税務署の受理日があるもの 

・インターネットで申告した場合は受付結果等の受信

通知を添付 

《《《《公的公的公的公的・・・・個人年金個人年金個人年金個人年金をををを受給受給受給受給しているしているしているしている方方方方》》》》    

○ 最新の年金額が確認できるもの 
（例）年金改定通知書、年金振込通知書等の写し 

《《《《公的公的公的公的・・・・個人年金個人年金個人年金個人年金をををを受給受給受給受給していないしていないしていないしていない方方方方（（（（60606060

歳以上歳以上歳以上歳以上のののの方方方方にににに限限限限るるるる。）》。）》。）》。）》    

○ 年金等を受給していない旨の申立書 

・任意の用紙に作成（宛名（公立学校共済組合高知支

部長）、日付、組合員証番号、被扶養者氏名、押印必

須） 

※    市区町村長発行の所得証明書の写しを提出する場合は原本証明必須（その他の書類の写しへは原則として 

原本証明不要。ただし、当共済組合において原本証明が必要と判断する書類については別途依頼します。） 

※ 必要に応じて別途書類を提出していただくことがありますのでご了承ください。 

 

【特別認定から一般認定への認定種別切替】 

提 出 書提 出 書提 出 書提 出 書 類類類類    備備備備 考考考考    

○ 被扶養者認定（種別切替）取消申告書 ○ 様式第２－９号 

○ 扶養手当の対象となっていることが確

認できる書類 
○ （例）扶養親族届の写し等 

※ 必要に応じて別途書類を提出していただくことがあります。 

 

 

参考資料参考資料参考資料参考資料１１１１    
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被 扶 養 者被 扶 養 者被 扶 養 者被 扶 養 者 のののの 認 定認 定認 定認 定 ・・・・ 取 消 等取 消 等取 消 等取 消 等 に つ いに つ いに つ いに つ い てててて    

１．被扶養者認定における認定基準額等 

   被扶養者の認定基準額は次とおりです。 

 右欄以外 
６０歳以上の公的年金受給者又

は若くても障害年金受給者 

年給・恩給 

事業所得・不動産所得等 
年額 １３０万円未満（※） 年額 １８０万円未満（※） 

給料等（地代・家賃・ 

年金・恩給等） 
月額 １０８，３３４円未満 月額 １５０，０００円未満 

雇用保険、傷病手当金 日額   ３，６１２円未満 日額   ５，０００円未満 

（※）継続する 12ヶ月間の収入の総額で審査します。 

（１）被扶養者の認定基準額 

被扶養者の認定基準額は所得税法上の所得で判断するものではなく、被扶養者の認定

申告時以降における恒常的恒常的恒常的恒常的
．．．

なななな収入収入収入収入
．．．

（税控除前）の総額
．．．．．．．．．

をいい、給与等収入、事業所得（営

業、農業等）、不動産所得（家賃、地代等）、各種年金（遺族年金、障害年金、個人年金

（生命保険契約に基づくもの及び貯蓄型のもの）等を含む。）、恩給（扶助料等を含む。）

雇用保険、利子、配当等一切が含まれます。（退職金、財産売却金等の一時的な収入は含

まれません。）ただし、事業所得及び不動産所得については、必要経費（（４）参照）を控除

した額となります。 

（２）恒常的な収入とは 

3か月を超える期間継続して得られる収入のことをいいます。 

（３）認定基準額の見方 

収入形態に応じて、年額・月額・日額で認定基準額を判断します。 

（例）年金収入のみの場合      ⇒ 年額  で判断します。 

年金と給与（月給）収入の場合 ⇒  月額   で判断します。 

      失業給付のみの場合       ⇒  日額  で判断します 

 

（４）事業所得等における必要経費   （○＝認められるもの ×＝認められないもの） 

科目 認否 科目 認否 科目 認否 科目 認否 

売上原価 ○ 水道光熱費 ○ 雑費 × 諸材料費 ○ 

給料賃金 ○ 旅費交通費 × 雇用費 ○ 動力光熱費 ○ 

外注工事 × 通信費 × 小作料・賃借料 ○ 作業用衣料費 × 

減価償却費 × 広告宣伝費 × 種苗費 ○ 農業共済掛金 × 

貸倒金 × 接待交際費 × 素畜費 ○ 荷造運賃手数料 × 

地代家賃 ○ 損害保険料 × 肥料費 ○ 土地改良費 ○ 

利子割引料 × 修繕費 ○ 飼料費 ○   

租税公課 × 消耗品費 ○ 農具費 ○   

荷造運賃 × 福利厚生費 × 農薬衛生費 ○   

必要経費必要経費必要経費必要経費としてとしてとしてとして認認認認められないものであってもめられないものであってもめられないものであってもめられないものであっても、、、、客観的客観的客観的客観的にににに必要経費必要経費必要経費必要経費としてとしてとしてとして認認認認められるめられるめられるめられる根拠書類等根拠書類等根拠書類等根拠書類等

のののの提出提出提出提出によりによりによりにより、、、、審査審査審査審査のうえのうえのうえのうえ、、、、一部又一部又一部又一部又はははは全部全部全部全部認認認認められるめられるめられるめられる場合場合場合場合がありますがありますがありますがあります。。。。    

参考資料参考資料参考資料参考資料２２２２    
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  （５）被扶養者と別居している場合の生計維持関係の確認について 

被扶養者が組合員と別居している場合の生計維持関係の確認組合員の送金額が被扶養

者の総収入（組合員及び他の者からの送金額を含む収入）の１／３以上必要です。 

      

（例）被 扶 養 者 の 収 入：年間１２０万円 

組合員からの送金額：年間 ９０万円 

 

    （被扶養者）１２０万円＋（送金額）９０万円 ＝ ２１０万円（被扶養者の総収入） 

    ２１０万円×１/３＝７０万円・・・組合員の送金額は７０万円以上であるため認定基

準額を満たしている。 

    

２．被扶養者の認定取消について 

   被扶養者の認定取消は、取り消すべき事実が発生した日（取消日）まで遡って行われ、取消日以

降に共済組合が負担した医療費等は、その全額を後日返還返還返還返還（（（（時効時効時効時効２２２２年年年年））））していただきますしていただきますしていただきますしていただきます。 

就職や収入超過により被扶養者が要件を欠いた場合は、速やかに取消手続を行ってください。 

 

◆被扶養者の認定取消の事例◆ 

○ 就職等により他の健康保険の被保険者となった場合（収入が認定基準額以内でも取消となり

ます。） 

  ○ 年収 130万円以上（ただし、60歳以上の公的年金受給者又は障害を支給事由とする公的年金

受給者にあっては 180万円以上）となった場合 

  ○ アルバイト・パート等の収入（交通費等の手当を含む。）が、３か月以上連続して月額
．．．．．．．．．．．

108,334
．．．．．．．

円以上となった場合
．．．．．．．．．

。ただし、当初から認定基準額を超えることが見込まれていた場合は、

その初日から取消となります。 

  ○ 日額 3,612円以上の雇用保険の給付を受給し始めた場合 

  ○ 同居が要件となっている被扶養者が別居した場合 

  ○ 結婚又は死亡等により、主として組合員の収入により生計を維持されなくなった場合 

    

◆◆◆◆「要件を欠くに至った日」の例◆    

○初めて年金額が決定した又は増額改定したことにより認定基準額を超えた場合は、年金額決定年金額決定年金額決定年金額決定

（（（（又又又又はははは改定改定改定改定））））通知書通知書通知書通知書をををを受領受領受領受領したしたしたした日日日日が被扶養者の取消日となります。（認定基準額を超えること

が明らかな場合は、年金がまだ振り込まれていなくても取消になります。） 

○確定申告で収入超過が判明した場合は、確定申告書確定申告書確定申告書確定申告書のののの税務署税務署税務署税務署のののの受付年月日受付年月日受付年月日受付年月日が被扶養者の取消日と

なります。 

○アルバイト・パート等の給与収入（給与額は不定）が３か月以上連続して認定基準額を超えた

場合は、当月支給当月支給当月支給当月支給では４かでは４かでは４かでは４か月目月目月目月目のののの初日初日初日初日、、、、翌月支給翌月支給翌月支給翌月支給では３かでは３かでは３かでは３か月目月目月目月目のののの給与支給日給与支給日給与支給日給与支給日のののの翌日翌日翌日翌日が被扶養者

の取消日となります。 

○雇用保険を受給する場合は、支給対象日支給対象日支給対象日支給対象日のののの初日初日初日初日が被扶養者の取消日となります。 

 


